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報　

告

○
平
成
22
年
度
綾
瀬
市
一
般
会
計

継
続
費
精
算
報
告
書
に
つ
い
て

○
平
成
22
年
度
決
算
に
基
づ
く
健

全
化
判
断
比
率
及
び
公
営
企
業
の

資
金
不
足
比
率
に
つ
い
て

　

９
月
定
例
会
が
、
９
月
１
日
か
ら
27
日
ま
で
の
27
日
間
の
会
期
で
開
か
れ
ま
し
た
。
こ
の
定
例
会
で
は
、
平
成
22
年
度
７
会
計
決
算
、

平
成
23
年
度
一
般
会
計
及
び
介
護
保
険
事
業
特
別
会
計
の
補
正
予
算
、
特
別
職
の
職
員
で
常
勤
の
も
の
の
給
与
に
関
す
る
条
例
の
一
部

改
正
、
動
産
の
取
得
、
教
育
委
員
会
委
員
の
任
命
、
人
権
擁
護
委
員
の
候
補
者
の
推
薦
な
ど
、
市
長
か
ら
提
出
さ
れ
た
14
議
案
を
審
議

し
、
そ
れ
ぞ
れ
認
定
、
可
決
、
同
意
し
ま
し
た
。
議
員
提
出
議
案
で
は
、
意
見
書
１
件
を
可
決
し
ま
し
た
（
審
議
結
果
は
８
ペ
ー
ジ
に

掲
載
）。
ま
た
、
陳
情
は
１
件
を
趣
旨
了
承
、
２
件
を
趣
旨
不
了
承
と
決
し
ま
し
た
。

９
月
定
例
会

９
月
定
例
会

９
月
定
例
会

補
正
予
算

　

一
般
会
計
（
第
２
号
）、
介
護

保
険
事
業
特
別
会
計
（
第
１
号
）

の
２
会
計
総
額
で
６
億
８
３
６
３

条　

例

○
綾
瀬
市
市
税
条
例
等
の
一
部
を

改
正
す
る
条
例

　
「
現
下
の
厳
し
い
経
済
状
況
及

び
雇
用
情
勢
に
対
応
し
て
税
制
の

整
備
を
図
る
た
め
の
地
方
税
法
等

の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
」
に
よ

る
地
方
税
法
の
改
正
に
伴
い
、
寄

附
金
及
び
過
料
に
係
る
規
定
の
改

正
を
す
る
も
の
で
全
会
一
致
で
可

決
し
ま
し
た
。

○
綾
瀬
市
特
別
職
の
職
員
で
常
勤

の
も
の
の
給
与
に
関
す
る
条
例
の

一
部
を
改
正
す
る
条
例

　

綾
瀬
小
学
校
既
存
校
舎
解
体
工

事
に
お
け
る
ア
ス
ベ
ス
ト
問
題
の

発
生
に
関
し
、
市
長
及
び
建
設
部

を
担
任
す
る
副
市
長
の
10
月
の
給

料
月
額
を
10
％
減
額
す
る
た
め
、

所
要
の
改
正
を
す
る
も
の
で
賛
成

多
数
で
可
決
し
ま
し
た
。

動
産
の
取
得

　

水
槽
付
消
防
ポ
ン
プ
自
動
車
の

取
得
を
全
会
一
致
で
可
決
し
ま
し

た
。

議
員
提
出
議
案

○
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度
存

続
、
35
人
以
下
学
級
の
早
期
完
全

実
施
を
求
め
る
意
見
書

　

義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度
を

存
続
し
、
義
務
教
育
教
科
書
無
償

制
度
を
継
続
す
る
と
と
も
に
、
小

学
校
２
年
生
以
上
の
学
級
編
制
の

標
準
を
35
人
に
改
正
す
る
措
置
を

早
期
に
講
ず
る
こ
と
を
求
め
る
も

の
で
、
全
会
一
致
で
可
決
し
ま
し

た
。

　

可
決
し
た
意
見
書
は
関
係
機
関

に
提
出
し
ま
し
た
（
意
見
書
全
文

は
７
ペ
ー
ジ
に
掲
載
）。

人
事
案
件

○
綾
瀬
市
教
育
委
員
会
委
員
の
任

命
に
つ
い
て

　

守
矢
育
夫
氏（
小
園
）を
再
任
す

る
こ
と
に
全
会
一
致
で
同
意
し
ま

し
た
。

○
人
権
擁
護
委
員
の
候
補
者
の
推

薦
に
つ
い
て

　

落
合
あ
い
子
氏（
小
園
）を
法
務

大
臣
に
推
薦
す
る
こ
と
に
全
会
一

致
で
同
意
し
ま
し
た
。

歳
出
決
算
総
額
は
４
２
０
億
７
１
９
万
円
に

平
成
平
成
2222
年
度
７
会
計
決
算
を
認
定

年
度
７
会
計
決
算
を
認
定

平
成
22
年
度
７
会
計
決
算
を
認
定

10
月
19
日
、
小
学
校
連
合
運
動
会
が
開
催
さ
れ
ま
し
た
。
子
ど
も
た
ち
の

力
強
い
掛
け
声
が
響
い
て
い
ま
し
た
〈
市
民
ス
ポ
ー
ツ
セ
ン
タ
ー
に
て
〉

歳
入
歳
出
決
算
の
認
定

　

平
成
22
年
度
７
会
計
決
算
は
、

歳
入
総
額
が
４
３
３
億
９
６
７
２

万
円
、
歳
出
総
額
が
４
２
０
億
７

１
９
万
円
で
、
前
年
度
と
比
較

し
、歳
入
は
０
・
３
％
の
増
、歳
出

は
０･

８
％
の
減
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
出
決
算
額
の
62
％
を
占
め
る

一
般
会
計
で
は
、
歳
入
が
対
前
年

度
比
２
・
３
％
増
の
２
７
１
億
９

１
５
１
万
円
で
、
そ
の
内
訳
は
、

市
税
な
ど
の
自
主
財
源
が
57
・

９
％
、
国
庫
支
出
金
な
ど
の
依
存

財
源
が
42
・
１
％
の
割
合
で
し

た
。
歳
出
は
、
対
前
年
度
比
０
・

８
％
増
の
２
５
９
億
１
９
５
０
万

円
で
、
主
に
は
、
子
育
て
支
援
や

障
害
者
福
祉
の
事
業
な
ど
に
要
し

た
民
生
費
が
83
億
１
０
８
９
万
円

で
32
・
１
％
を
占
め
、次
に
公
園

や
市
道
の
整
備
等
に
要
し
た
土
木

費
が
、
45
億
３
３
３
８
万
円
で

17
・
５
％
を
占
め
ま
し
た
。

　

な
お
、
決
算
状
況
を
市
民
一
人

当
た
り
に
し
ま
す
と
、
納
税
額
で

は
市
税
15
万
９
０
１
１
円
に
対
し

て
、
歳
出
額
は
一
般
会
計
で
31
万

６
０
４
５
円
で
し
た
。

　

特
別
会
計
の
う
ち
、
国
民
健
康

保
険
事
業
で
は
、
１
人
当
た
り
の

療
養
給
付
費
が
19
万
４
９
０
２
円

で
し
た
。老
人
保
健
医
療
事
業
は
、

平
成
20
年
度
の
後
期
高
齢
者
医
療

制
度
へ
の
移
行
に
よ
り
、
過
年
度

分
の
会
計
処
理
を
行
っ
た
も
の
で

22
年
度
を
も
っ
て
廃
止
と
な
り
ま

し
た
。
下
水
道
事
業
で
は
、
終
末

処
理
場
更
新
工
事
及
び
落
合
、
上

土
棚
地
区
の
汚
水
整
備
工
事
の
施

工
、
ま
た
、
下
水
道
の
各
種
計
画

の
策
定
な
ど
を
行
い
、
水
質
保
全

と
居
住
環
境
の
改
善
を
推
進
し
、

人
口
普
及
率
は
、
93
・
８
％
と
な

り
ま
し
た
。
深
谷
中
央
特
定
土
地

区
画
整
理
事
業
で
は
、
主
に
道
路

整
備
や
宅
地
整
地
及
び
移
転
移
設

補
償
な
ど
を
行
い
、
事
業
の
進
捗

率
は
事
業
費
ベ
ー
ス
で
約
91
％

と
な
り
ま
し
た
。
介
護
保
険
事
業

で
は
、
高
齢
化
の
進
展
な
ど
に
伴

い
、
保
険
給
付
費
は
対
前
年
度
比

９
・
５
％
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

ま
た
、
老
人
保
健
医
療
事
業
か
ら

移
行
し
た
後
期
高
齢
者
医
療
事
業

は
、
歳
入
で
は
被
保
険
者
数
の
増

に
よ
り
、
保
険
料
が
対
前
年
度
比

７
・
９
％
の
増
と
な
り
、
全
体
の

86
％
を
、
歳
出
で
は
広
域
連
合
へ

の
納
付
金
が
全
体
の
97
％
を
占
め

て
い
ま
す
。

　

以
上
、
７
議
案
を
そ
れ
ぞ
れ
認

定
し
ま
し
た
。

万
円
追
加
す
る
も
の
で
す
。
一
般

会
計
で
は
、
民
間
保
育
所
施
設
整

備
事
業
費
補
助
金
や
が
ん
検
診
事

業
費
、
木
造
住
宅
耐
震
化
補
助
事

業
費
、
小
学
校
施
設
改
修
事
業
費

の
増
が
主
な
も
の
で
、
２
議
案
を

そ
れ
ぞ
れ
可
決
し
ま
し
た
。


